
【結婚・出産・子育て】
◆現在の子どもの人数が１～２人であるのに対し、理想の子ども
の人数は２～３人となっており、理想の子どもの人数と比較した現
実の子どもの人数が少ないと思っている人が約４５％となっている
◆結婚していない理由として、約４３％の人が適当な相手にめぐり
あわないとしている
【１７歳の意識】
◆Ｕターンの意向について、約半数の人が「今は分からない」とし
ているが、約２５％の人が「戻ってきたい、いつかは戻りたい」とし
ている
◆就職先を選ぶ理由としての上位に、実家からの通勤（約30％）、
地元（約26％）が挙げられる
【転入・転出】
◆20歳前後の転出が多い反面、30歳代の転入が多い
◆住宅取得を兼ねた転入が多い
◆回答者（転出者）の内９割を超える人が、下野市に住んで「満
足・どちらかといえば満足」と回答
◆回答者（転出者）の内約６割の人が、機会があれば下野市にも
う一度住みたいと回答

②東京圏からの新しいひとの流れをつくる
　
　本市の魅力を市内外に積極的に発信するシティ
プロモーションを推進するとともに、豊かな地域資
源を活かした観光の振興、市民が快適に生活でき
人と人との交流が盛んとなるコンパクトシティの形
成を図る

【数値目標】
☞転入者数（年間）
　　★２，３１９人→２，５５０人
☞観光入込客数
　　★２５２万人→２７７万人

④安心なくらしを守り幸せを実感できる
　まちをつくる
　
　市民が健康で笑顔あふれる生活を送れるための
保健福祉の充実、全ての世代でいきいきと活動で
きる教育文化の振興、安全・安心に暮らせる生活
環境の向上の取組を推進するとともに、市民自ら
がまちの活力を創出していく市民協働の取組を推
進する

【数値目標】
☞幸せだと感じている市民の割合
　　★７５．０％→７８．０％
☞住みやすいと感じる市民の割合
　　★８４．０％→８７．０％

基本目標②東京圏からの新しいひとの流れをつくる

（ア）快適に住み続けられる住環境・緑環境・交通環境・水環境づくり
　　①土地利用の推進
　　②住環境の整備
　　③公園・緑地・交通環境の整備、上下水道事業の推進
（イ）魅力あふれる観光まちづくり
　　　観光プロモーション推進事業、観光振興団体助成事業、下野ブランド推進事業
（ウ）交流の促進とシティプロモーションの推進
　　　しもつけ・みらい・プロモーション事業、都市農村交流施設整備事業

■土地区画整理事業整備面積：４６７ｈａ→４９３ｈａ
■地籍調査完了面積１．７２ｋ㎡→８．０１ｋ㎡
■新規住宅取得者家庭菜園整備件数：０件→延７０件
■住民１人当たり都市公園面積：１３．５４㎡→１６．５３㎡
■道路改良率：６４．０％→６５．０％
■下野市観光協会ＨＰアクセス数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３万２千件→１５万５千件
■道の駅しもつけ利用者数：２６０万人→２８０万人
■パーソナルロボットイベント参加回数：
                                             　　　　０回→延５０回以上

基本目標④安心なくらしを守り幸せを実感できるまちをつくる

（ア）いきいき暮らせる健康づくり
　　　健康づくりの推進、医療体制の整備、健康づくり施設の充実
（イ）高齢者が元気で暮らせる体制づくり
　　　地域包括ケアシステムの構築、高齢者の生きがいづくり、高齢者福祉施設の充実
（ウ）障がい者（児）とともに生きる環境づくり
　　　障がい者（児）の生活支援、障がい者（児）福祉施設の充実、障がい者（児）の社会参画支援
（エ）誰もが安心して暮らせるまちづくり
　　　地域福祉の充実、生活保護の適正実施と生活困窮者の自立支援、特定疾病福祉の充実、
　　　保険・年金事業の充実
（オ）将来を担う人づくり
　　　地域ぐるみの教育活動の推進、教育環境の充実、学校施設の充実
（カ）生涯にわたり学べる機会づくり
　　　生涯学習の推進、家庭・学校・地域連携の推進、青少年の健全育成、家庭教育の推進、
　　　生涯学習施設の充実
（キ）市民総スポーツ“ひとり１スポーツ”の環境づくり
　　　スポーツの推進、スポーツ活動の支援、スポーツ施設の充実
（ク）文化芸術と文化遺産による豊かな生活環境づくり
　　　豊かな文化を育む活動づくり、文化遺産の保存と活用、地域間交流の推進
（ケ）安全・安心な生活環境づくり
　　　消防・防災対策の推進、防犯対策の推進、消費者行政の推進、交通安全対策の推進
（コ）快適に暮らせる環境づくり
　　　公共交通網の充実、ごみ処理等広域事業の推進、ごみ処理とリサイクルの推進、環境対策
　　　の推進
（サ）協働のまちづくりの体制づくり
　　　まちづくり活動の推進、協働のまちづくりの推進、人権の尊重と男女共同参画社会の推進
（シ）健全な行財政運営の仕組まちづくり
　　　行財政改革の推進、広報広聴の充実、広域行政の推進

■がん検診の受診率：３５．７％→５０％以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（乳がん６０％以上）
■地域ふれあいサロン設置数：１４か所→２３か所
■認知症地域支援推進員の配置数：１か所→４か所
■指定特定相談支援事業所数：５か所→７か所
■民生委員・児童委員の活動件数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，８００件→５，５００件
■人間ドック受診率：４．０％→５．０％
■講座・講演会の年間受講者数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，２４２人→８，７００人
■図書館の市民１人当たりの年間貸出冊数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．２３冊→７冊
■スポーツ活動の実施率：５１．７％→５３．０％
■グリムの森・グリムの館の来園者数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９万人→９万２千人
■自主防災組織設置数：８組織→１５組織
■消費生活に伴う相談及び問い合わせ件数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８０件→３００件
■市民１人１日あたりの資源物以外のごみ排出量：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２７ｇ/人/日→500ｇ/人/日
■市民と企業・行政の協働による環境保全活動実施数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１事業→４事業
■市民活動補助事業活用団体数：１０団体→１３団体
■社会全体で「男女平等である」と回答する人の割合：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２．２％→１８．０％
■市ホームページアクセス数：１１０万件→１２０万件

■両親学級参加者数：２５９組→２８０組
■不妊治療助成件数：１００件→１１０件
■乳幼児健康診査対象児の状況把握の割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００％→１００％
■こんにちは赤ちゃん全戸訪問事業・把握率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００％→１００％
■児童館利用者数：３０，０６１人→３１，５００人
■放課後児童クラブ実施箇所数：１３か所→１４か所
■待機児童数：１人→０人
■認定こども園数：４か所→６か所
■婚活支援事業数：１事業→３事業

人口の将来展望（2060年（平成72年））

出生率の向上・転入者の増加により

■将来人口：５４，２４２人
　　　　　　　　　　　　　（2010年（平成22年）：59,483人）

■合計特殊出生率：２．１９
　　　　　　　　　　　　　（2040年（平成52年）時点で設定）

■老年人口比率：２９．６%
　　　　　　　　　　　　　（2045年（平成57年）ピーク時で31.0％）

目指すべき将来の方向

③若い世代の結婚・出産・子育ての希望
　をかなえる
　
　多様な「出会い」の支援を図るとともに、子どもを
健やかに産み育てる環境整備、心身ともに健やか
な子どもの育ちを支える取組の推進、すべての子
育て家庭を応援する体制の充実を図る

【数値目標】
☞下野市で今後も子育てをしていきたいと思う
　保護者の割合
　　★９５．４％→９６．０％
☞合計特殊出生率
　　★１．４１→１．６０

基本目標③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（ア）子どもを健やかに産み育てる環境整備
　　①妊娠・出産への支援
　　②子どもや母親の健康の確保
　　③育児不安の軽減と虐待防止への支援
（イ）心身ともに健やかな子どもの育ちを支える取組の推進
　　①思春期の心身の健康づくり
　　②豊かな子どもをはぐくむ地域力の向上
　　③親育ちへの支援
（ウ）すべての子育て家庭を応援する体制の充実
　　①教育・保育及び子育て支援事業の充実
　　②子育てに関する情報・相談・交流の充実
　　③ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた支援

基本的視点①：若い世代の結婚・出産・子育ての希望を
　　　　　　　　　　かなえる
基本的視点②：子育て世代をターゲットにした転入の促進
基本的視点③：下野市の特性を活かした雇用の創出
基本的視点④：下野市で住み続けることができる安全・安心
　　　　　　　　　　のまちづくり
基本的視点⑤：市民の幸福感の向上

下野市人口ビジョン 下野市まち・ひと・しごと創生総合戦略　（平成27年度～平成31年度）

「下野市人口ビジョン」及び「下野市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の概要

人口の現状分析

意識・意向調査

主な施策・事業

①魅力的で安定した雇用を創出する
　
　商業・工業・農業振興に取り組み、雇用の維持を
図るとともに、新たな雇用の創出により若年世代
の定住を促進する

【数値目標】
☞生産年齢人口の割合
　　★６３．９%→６１．８%

※★の数値については、
　（平成27年度）→（平成31年度）を記載

基本目標①魅力的で安定した雇用を創出する

（ア）商工業による躍進するまちづくり
　　①商工業の基盤強化・活性化
　　②新たな産業の誘致・育成
　　③雇用・就業機会の拡充
（イ）地域の特性を活かした農業・農村づくり
　　①都市近郊型農業の推進
　　②農業経営の改善
　　③農業生産基盤の整備

基本目標 主な重要業績評価指標（ＫＰＩ）

■制度融資新規活用件数：１７７件→２００件
■創業資金利用件数：７件→延２０件
■事業所数：１１３事業所→１２０事業所
■ＩＣＴ講座参加者数：１７人→延１００人
■新メニューの提供数：０件→１０件
■新規就農者数（年間）：８人→１０人
■農業水利施設機能診断・保全計画策定数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７か所→１２か所

【人口動向・推計のまとめ】
◆本市の人口は国勢調査結果を基にした社人研の推計では、
2010年（平成22年）をピークに今後は減少に転じることが予想さ
れ、少子化が続くと2060年（平成72年）には約４１千人となると推
計される
◆合計特殊出生率が回復し転出入者が均衡したとしても、人口は
減少していくことが予想される
【年齢別人口のまとめ】
◆社人研の推計では、今後年少人口・生産年齢人口の割合が低
下し、老年人口の割合が増加することが予想される
【人口動態のまとめ】
◆近年は社会減、自然減が見受けられ、合計特殊出生率も県平
均を下回る状況

市民の幸福感の向上と人や企業に選ばれる自治体の実現に向けた戦略

市民の幸福感の向上・人や企業に選ばれる自治体 


